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我が国の人口は，平成 22(2010)年の国勢調査では，1 億2,806 万人3)で
あった。この調査で 0～14 歳の年少人口よりも 65 歳以上の高齢者人口の
多いことが明確となり，いわゆる少子高齢社会の到来が現実のものとなっ
てきた。この傾向は今後も続き，2050 年には 9,700 万人4)まで 口は減少
することが予測されている。 
また，我が国における国民の経済状況を示す指標の一つである「一人当




いであった。しかし，平成 20(2008)年 9 月のいわゆる「リーマン・ショ
ック」後，下降し，平成 21(2009)年度には 266.0万円となった。 
こうした人口減少や所得の変化の中で平成 24(2012)年に内閣府が実施





































月 28 日に閣議決定された「アクション・プラン ～出先機関の原則廃止に
向 け て ～ 」 に よ る と ， 国 の 出 先 機 関 の 事 務 に つ い て ，「 地 方 自 治 体 の 意





































































        
 
序章 
   Ⅰ 研究の位置づけ 
Ⅱ 論文の構成と研究方法 
 
        
 
第 1 章 
国営公園の発祥
と整備の変遷 








































        
 
終章 




         









































































































方向性について示されている 14)15)16)が ， 国営公園整備をストックとして
捉え，国民生活に対する国営公園事業の有効性について直接検証している



































文化国家の象徴となるよう昭和 22(1947)年 12 月 27 日の閣議決定 19)により
国が管理を行うこととなった旧皇室苑地等の整備事業がある。都市内にお
けるオープンスペースを整備・管理する一連の法制度が十分に整っていな
い状況下 20)で ， 国の直接的な都市内のオープンスペース整備事業として
国は新宿御苑に整備のための建設院の直接整備機関を設置し，整備を行っ






















国民公園は，昭和 22(1947)年 5月に施行された日本国憲法第 88 条の
「すべて皇室財産は，国に属する」及び「皇室財産の財産税対象 25)」 に





整備は，既に都市計画公園 26)と な っていたことから，都市計画事業を

































され，昭和 34(1959)年４月総理府に皇居造営審議会が設置され，同 10 月
に「早期公園化を図ること」の答申が出された。その後，公園事業は都市


































憲法施行，昭和 31(1956)年の都市公園法，昭和 51 年の都市公園法改正











（１）終戦からの復興期(昭和 20 年～40 年頃) 
この時期の特徴は，旧皇室苑地等を対象に皇居外苑，新宿御苑，白金御
料地，霞ヶ関公園，北の丸公園にみることができる。 










































昭和23年(1948) S23.04 建設院 関東地方建設局 京浜工事事務所新宿出張所設置 整備着手
S23.07.08 建設省設置法 整備着手






















































































































































































































































































































































（２）高度経済成長と環境意識の形成期(昭和 40 年頃～50 年頃) 
この時期の特徴は，武蔵丘陵森林公園，飛鳥歴史公園にみられることが
できる。 
昭和 40 年頃から 50 年頃に整備着手された公園の特徴としては，我が国固
有の文化的資産である古都や歴史的風土を保存する「古都における歴史的
風土の保存に関する特別措置法」(以下，「古都保存法」という)が昭和












大 都 市 を 中 心 に 急 速 な 都 市 化 が 進 み ，「 文 化 財 保 全 」 や 「 み ど り の 保












































表 1 在日米軍用地の返還による跡地利用の公園 
公園名 計画面積(ha) 
海の中道海浜公園   539 
昭和記念公園   180 
常陸海浜公園   350 
国営公園全体(H24.3 現在) 11,563 
出典：公 園 緑 地 マ ニ ュ ア ル 34) 
 
 






第１次 S47～S50       9,000 - 
第２次 S51～S55      16,500 1.83 
第３次 S56～S60      28,800 1.75 
第４次 S61～H2      31,100 1.08 
第５次 H3～H7      50,000 1.61 
第６次 H8～H14      72,000 1.44 
出典：公 園 緑 地 マ ニ ュ ア ル 35) 
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一人当たり国民所得は，平成 3(1991) 年度に 297.5万円となり，平成
9(1997)年度の 303.2 万円5）を最高に平成 3(1991)年度から平成 19(2007)
年 度 ま で の 平 均 は 291.6万 円 で あ り ， 横 這 い で あ っ た 。 し か し ， 平 成
20(2008)年 9月 の い わ ゆ る 「 リ ー マ ン ・ シ ョ ッ ク 」 後 ， 下 降 し ， 平 成
21(2009)年度には 266.0万円となっている。また，公共事業関係費も平成
10(1998)年度の 14.9兆円をピークに下降傾向にあり，平成 23(2011)年度























更される前の平成 21(2009)年度までの 42 年間の補正後の都市公園関連予
算推移と，そのうち国営公園整備費の占める割合を表 6 に示した。これを
グラフ化して示したものが図 4 である。図 4 に示すとおり公園緑地関連の
社会資本投資として平成 3(1991)年度から平成 15(2003)年度に突出した大
型の補正予算が組まれていることをみることができる。42 年間の投資額








































S43(1968)29.1 0.1 - 0.3% - - - - - - - - - - - - - - 431.7 -
S44(1969)35.9 5.0 50.00 13.9% - - - - - - - - - - - - - - 508.7 -
S45(1970)45.5 5.0 1.00 11.0% - - - - - - - - - - - - - - 586.0 -
S46(1971)63.5 8.1 1.62 12.8% - - - - - - - - - - - - - - 621.7 -
S47(1972)184.6 12.5 1.54 6.8% - - - - - - - - - - - - - - 724.9 -
S48(1973)220.4 13.5 1.08 6.1% - - - - - - - - - - - - - - 879.1 -
S49(1974)266.4 12.5 0.93 4.7% 3.1 -311- 0.14109.651.1 - 46.6% 34.7 67.9% 16.4 32.1% 0.16 1018.1 -
S50(1975)363.0 24.9 1.99 6.9% 4.6 1.503141.01 4.17209.992.7 1.81 44.2% 64.1 69.2% 28.6 30.8% 0.30 1108.7 1.09
S51(1976)384.3 24.2 0.97 6.3% 12.5 2.684 91.37 0.223 7.999.0 1.07 30.2% 67.4 68.1% 31.6 31.9% 0.23 1242.4 1.12
S52(1977)610.2 32.0 1.32 5.2% 16.1 1.29449 .05 1.21444.2114.8 1.16 25.8% 76.2 66.4% 38.6 33.6% 0.26 1364.7 1.10
S53(1978)726.2 49.6 1.55 6.8% 16.5 1.034 81.04 1.68522.8112.6 0.98 21.5% 74.6 66.2% 38.0 33.8% 0.24 1492.2 1.09
S54(1979)833.7 65.5 1.32 7.9% 17.3 1.054801.03 4.13546.2107.7 0.96 19.7% 70.7 65.6% 37.0 34.4% 0.22 1569.6 1.05
S55(1980)871.7 69.2 1.06 7.9% 17.7 1.025081.06 2.34600.9109.9 1.02 18.3% 69.3 63.0% 40.7 37.0% 0.22 1742.7 1.11
S56(1981)892.4 70.2 1.01 7.9% 18.6 1.065791.14 0.97627.6110.6 1.01 17.6% 70.2 63.5% 40.4 36.5% 0.19 1795.9 1.03
S57(1982)893.4 72.4 1.03 8.1% 20.9 1.125831.0 17.55632.6114.8 1.04 18.2% 73.8 64.2% 41.1 35.8% 0.20 1855.2 1.03
S58(1983)894.0 74.7 1.03 8.4% 24.3 1.166991.20 0.6296.5143.5 1.25 20.6% 91.1 63.4% 52.5 36.6% 0.21 1936.0 1.04
S59(1984)884.5 80.7 1.08 9.1% 26.8 1.107 51.09 1.13813.8173.1 1.21 21.3% 111.7 64.6% 61.3 35.4% 0.23 2021.9 1.04
S60(1985)896.8 87.8 1.09 9.8% 29.5 1.108091.06 1.8345.3180.3 1.04 21.3% 115.9 64.3% 64.4 35.7% 0.22 2153.9 1.07
S61(1986)911.8 100.6 1.15 11.0% 34.3 1.168471.05 2.319 8.7200.7 1.11 21.8% 128.1 63.8% 72.6 36.2% 0.24 2203.5 1.02
S62(1987)1133.1 176.5 1.75 15.6% 37.0 1.089021 6 1.831,013.8218.7 1.09 21.6% 143.8 65.7% 74.9 34.3% 0.24 2301.0 1.04
S63(1988)1169.5 134.8 0.76 11.5% 41.0 1.11902 0 - ,133.0244.5 1.12 21.6% 165.6 67.7% 78.9 32.3% 0.27 2467.6 1.07
H1(1989)1199.7 146.9 1.09 12.2% 47.5 1.1610281 14 .071,213.6264.2 1.08 21.8% 177.8 67.3% 86.4 32.7% 0.26 2605.3 1.06
H2(1990)1211.0 154.2 1.05 12.7% 50.6 1.071061 03 4.591,254.3292.4 1.11 23.3% 200.1 68.4% 92.3 31.6% 0.28 2807.6 1.08
H3(1991)273.4 162.0 1.05 12.7% 55.1 1.0911601 09 1.541,341.6342.8 1.17 25.6% 245.5 71.6% 97.3 28.4% 0.30 2974.5 1.06
H4(1992)1618.1 245.2 1.51 15.2% 59.7 1.0811781 02 9.001,539.6372.4 1.09 24.2% 269.0 72.2% 103.4 27.8% 0.32 2940.3 0.99
H5(1993)2100.2 333.4 1.36 15.9% 63.3 1.0611851 01 35.031,627.7355.1 0.95 21.8% 259.9 73.2% 95.2 26.8% 0.30 2926.4 1.00
H6(1994)1514.3 196.3 0.59 13.0% 66.9 1.0612471 05 5.381,533.6320.8 0.90 20.9% 231.8 72.3% 89.0 27.7% 0.26 2955.1 1.01
H7(1995)2872.4 559.1 2.85 19.5% 72.9 1.0913331 07 2.281,754.4372.1 1.16 21.2% 277.6 74.6% 94.5 25.4% 0.28 2939.8 0.99
H8(1996)2259.2 616.2 1.10 27.3% 76.3 1.0513591 02 21.501,686.7374.5 1.01 22.2% 283.2 75.6% 91.2 24.4% 0.28 3022.5 1.03
H9(1997)1780.9 272.1 0.44 15.3% 85.3 1.1214491 07 6.851,757.1357.5 0.95 20.3% 274.8 76.9% 82.7 23.1% 0.25 3031.6 1.00
H10(1998)2634.8 598.6 2.20 22.7% 88.6 1.0415591 08 2.471, 48.2341.9 0.96 19.6% 261.3 76.4% 80.6 23.6% 0.22 2918.6 0.96
H11(1999)1626.7 256.6 0.43 15.8% 95.2 1.0716 41 09 4.432,163.8364.5 1.07 16.8% 282.5 77.5% 82.1 22.5% 0.22 2876.7 0.99
H12(2000)1886.9 358.6 1.40 19.0% 101.2 1.061781 05 2.952,269.9380.3 1.04 16.8% 294.0 77.3% 86.3 22.7% 0.21 2930.2 1.02
H13(2001)865.7 388.3 1.08 20.8% 108.7 1.0718961 06 3.122,539.1521.0 1.37 20.5% 408.9 78.5% 112.1 21.5% 0.27 2841.0 0.97
H14(2002)101.7 669.9 1.73 31.9% 109.5 1.012041 08 2.682,623.6485.2 0.93 18.5% 377.1 77.7% 108.1 22.3% 0.24 2792.5 0.98
H15(2003)1434.2 295.0 0.44 20.6% 113.2 1.0323021 13 2.572, 52.2515.5 1.06 18.7% 403.8 78.3% 111.7 21.7% 0.22 2806.0 1.00
H16(2004)1455.6 332.7 1.13 22.9% 113.8 1.0123561 02 5.462,807.1518.9 1.01 18.5% 403.3 77.7% 115.6 22.3% 0.22 2849.9 1.02
H17(2005)1314.1 276.1 0.83 21.0% 113.1 0.992391 01 9.512,822.2553.5 1.07 19.6% 434.5 78.5% 118.9 21.5% 0.23 2863.6 1.00
H18(2006)1239.3 262.0 0.95 21.1% 112.1 0.9924101 01 14.532,992.0584.5 1.06 19.5% 466.3 79.8% 118.2 20.2% 0.24 2936.7 1.03
H19(2007)1167.6 250.4 0.96 21.4% 113.6 1.0124951 04 3.083,223.0587.8 1.01 18.2% 470.5 80.1% 117.3 19.9% 0.24 2964.1 1.01
H20(2008)1154.1 241.4 0.96 20.9% 115.3 1.012581 03 2.913,328.0609.3 1.04 18.3% 491.0 80.6% 118.3 19.4% 0.24 2755.7 0.93
H21(2009)1202.8 224.6 0.93 18.7% 115.9 1.0028171 09 1.023,385.0628.11.03 18.6% - - - - 0.22 2660.4 0.97
H22(2010)- 163.1 0.73 -113.80.9829621.05 1.553,333.0619.40.99 18.6% - - - - 0.21 - -
H23(2011)- 156.2 0.96 -109.50.9630241.02 2.633,198.9596.90.96 18.7% - - - - 0.20 - -
47222.7 8278.7 2420.9 *1
2.74 *2 *2
1.17 1.12 1.07 1.08 0.24 1.03









































































と供用面積 7)34)の推移を表 6 に示した。また，図 5 に示すとおり都市公園
予算と同様に平成 3(1991)年度から平成 15(2003)年度に大きな補正予算が
組まれていることがみられる。国営公園整備として把握できる 44 年間の

































































料の内訳は表 8 のとおりである。入園料は，昭和 49(1974)年 7月の武蔵
丘陵森林公園の開園時は大人 200 円小人 80 円であったが，昭和53(1978)
年 4 月には大人 300 円へと改正38)され，その後，5 回改正が行われ，平成
9(1997)年 4月に大人 400 円となり，現在に至っている。なお，小人の入
園料は 80 円のまま据え置きにされている。入園料とは，特定の公園施設
を利用する場合に入園者がその施設管理者へ支払う施設利用料とは別のも
のである。表 7 に示すとおり，17 公園中，有料公園のうち一部区域につ
いて，入園料を徴収しない無料区域としている公園もあるが，それらを含
めた有料公園の面積は 2,405.3haであり，平成 23(2011)年度末の供用面






丘陵公園のように駐車台数から推計 39)し て いる方法やアルプスあづみの




の有料入園者は，0.16 から 0.30 万人/haの間で推移しており，平均は
0.24 万人/haであり，昭和 49 年以降これまで大きな変動はみられない。 
昭和 49(1974)年から平成 23(2011)年度までの国営公園全体入園者数及











































61.0  46.1  － － － － － 780,250 
 淀川河川公園 962.0  235.0  － － － － － 5,722,071 








4.7  2.8  － － － － － 2,102,927 
 昭和記念公園 180.0  165.3  有 180.0  S58 70.0  165.3  3,201,321 




396.0  395.7  有 396.0  
H12 182.0  
395.7  593,616 
 
 
常陸海浜公園 350.0  160.4  有 350.0  H3 70.0  160.4  977,133 




647.0  321.9  有 647.0  H1 62.1  321.9  636,065 
 備北丘陵公園 340.0  229.5  有 340.0  H7 80.0  229.5  438,926 










356.0  105.6  有 356.0  H16 26.9  105.6  522,372 

















122.0  0.0  － － － － － － 
   計 11563.4  024.0  12 4245.0      2405.3  31,989,283 
 
  ※１滝野すずらん丘陵公園はH12年度より入園料を徴収している  







一般 団体 年間パスポート プール利用者 






400 200 80 280 200 50 4000 2000 800 110 110 50 
             
大人：15才以上65歳未満の者  シルバー：65歳以上の者 
小人：小学生もしくは中学生  団体：小学生以上の者20名以上 







入園者数は，6 億 2,346万人となっており，全体入園者数の動向は図 5
で 示 し た 供 用 面 積 の 動 向 と 同 様 に 漸 増 の 傾 向 を 示 し て い た が ， 平 成
22(2010)年度以降は入園者数の漸減がみられる。 











































































そこで，有料入園者数と一人当たり国民所得 5)の推移は図 8 に示すとお
りである。国営公園整備の始まった昭和 43(1968)年度の一人当たり国民
所得は，43.2万円，国営公園の供用が始まる昭和 49(1974)年度は 101.8
万円となり，その後，順調に伸びている。平成 3(1991) 年度に 297.5 万
円となり，その後は停滞傾向となり，平成 20(2008)年度，21(2009)年度
と，下降傾向が生じている。有料入園者数は，武蔵丘陵森林公園が供用を









ち 小 人 の 有 料 入 園 者 数 は 微 増 し て い る も の の 割 合 で み る と ， 昭 和
55(1980)年 度 で は 37.0%で あ っ た が ， そ の 後 減 少 傾 向 と な り ， 平 成
3(1991)年度には 28.4%となり，平成 19(2007)年度には 19.9%と減少して
いる。 
有料入園者数と一人当たり国民所得の対前年比の伸び率は図 9 に示す
と お り で あ る 。 有 料 入 園 者 数 の 年 度 に よ る 伸 び 率 の 振 幅 は ， 昭 和
49(1974)年 度 か ら 昭 和 50(1975)年 度 の 1.81 を 除く と ， プ ラ ス が 平 成







































































一 般 公 共 事 業 費 の 増 大 と と も に 増 大 し て き た と 考 え ら れ る 。 昭 和
47(1972)年度からの 1 次では一般公共事業費の計画額3,200億円であっ










































平成 21(2009)年度以前は，図 6 に示すように供用面積の増加とともに
入園者数とその中の有料入園者数は増加傾向がみられた。表 7 に示すよ
うに武蔵丘陵森林公園を除き，当初小規模面積により供用を開始して，
整 備 を 進 め て い る こ と が み ら れ る 。 滝 野 す ず ら ん 丘 陵 公 園 は ， 昭 和


















































     
   参加人口(万人) 1回あたり費用(円) 
 遊園地 2100 6820  
 ドライブ 5360 2070  
 動物園，植物園，水族館，博物館 3720 3060  
 催し物，博覧会 2010 2610  





















平成 22(2010)年度から平成 23(2011)年度の入園者数は，表 6 に示すよ































































国民の「余暇活動の目的」の推移 46)を み ると，「心の安らぎ」「健康や









































平成 22(2010)年国勢調査では，我が国の人口は 1 億2,806 万人3)であ
った。昭和 45(1970)年国勢調査からの 5 年ごとの推移について，表 10 に
示した。この調査で 0～14 歳の年少人口よりも 65 歳以上の高齢者人口の
多いことが明確となり，いわゆる少子高齢社会の到来が現実のものとなっ














の全体入園者数の推移は，表 6 に示した。平成 23(2011)年度の全国の国
営公園入園者数は，約 3,199万人となっている。平成 22（2010）年度と
比較すると約 134 万人の減少がみられる。 
昭和 49(1974)年から平成 23(2011)年度までの全体入園者数及び有料入
園者数の推移について，グラフ化して示したものが図 10 である。全体入




入園者数は，6 億2,337万人となっており，図 10 で示すとおり有料入園
者数の動向は供用面積の動向と同様に漸増の傾向を示していたが，平成
22(2010)年度以降は入園者数の漸減がみられる。 
有 料 入 園 者 数 は 武 蔵 丘 陵 森 林 公 園 が 供 用 を 開 始 し た 翌 年 の 昭 和






















S49(1974) 311 109.6 51.1 46.6% 34.7 67.9% 16.4 32.1% 0.16 1,482
S50(1975) 314 1.01 209.9 92.7 1.81 44.2%64.1 1.85 69.2% 28.6 1.74 30.8% 0.3011,1941,513 13.5%
S51(1976) 429 1.37 327.9 99.0 1.07 30.2% 67.41.05 68.1% 31.6 1.11 31.9% 0.23 1,544
S52(1977) 449 1.05 444.2 114.8 1.16 25.8% 76.2.13 66.4% 38.6 1.22 33.6% 0.26 1,580
S53(1978) 468 1.04 522.8 112.6 0.98 21.5% 74.60.98 66.2% 38.0 0.99 33.8% 0.24 1,620
S54(1979) 480 1.03 546.2 107.7 0.96 19.7% 70.70.95 65.6% 37.0 0.97 34.4% 0.22 1,660
S55(1980) 508 1.06 600.9 109.9 1.02 18.3%69 3 0.98 63.0% 40.7 1.10 37.0% 0.2211,7 61,692 14.5%
S56(1981) 579 1.14 627.6 110.6 1.01 17.6% 70.21.0 63.5% 40.4 0.99 36.5% 0.19 1,722
S57(1982) 583 1.01 632.6 114.8 1.04 18.2% 73.81.05 64.2% 41.1 1.02 35.8% 0.20 1,753
S58(1983) 699 1.20 696.5 143.5 1.25 20.6% 91.11.23 63.4% 52.5 1.28 36.6% 0.21 1,745
S59(1984) 765 1.09 813.8 173.1 1.21 21.3% 11 7 1.23 64.6% 61.3 1.17 35.4% 0.23 1,729
S60(1985) 809 1.06 845.3 180.3 1.04 21.3%115.9 1.04 64.3% 64.4 1.05 35.7% 0.2212,1051,7 9 14.1%
S61(1986) 847 1.05 918.7 200.7 1.11 21.8% 128 1. 0 63.8% 72.6 1.13 36.2% 0.24 1,677
S62(1987) 902 1.06 1013.8 218.7 1.09 21.6% 143.8 1.12 5.7% 74.9 1.03 34.3% 0.24 1,631
S63(1988) 902 1.00 1133.0 244.5 1.12 21.6% 165.6 1.15 7.7% 78.9 1.05 32.3% 0.27 1,577
H1(1989)みちのく 1028 1.14 1213.6 264.2 1.08 21.8% 177.8 1.07 67.3% 86.4 1.10 32.7% 0.26 1,523
H2(1990) 1060 1.03 1254.3 292.4 1.11 23.3%200.1 1.13 68.4% 92.3 1.07 31.6% 0.2812,3611,474 11.9%
H3(1991) 1160 1.09 1341.6 342.8 1.17 25.6% 245.5 1. 3 71.6% 97.3 1.05 28.4% 0.30 1,435
H4(1992) 1178 1.02 1539.6 372.4 1.09 24.2%269.0 1.10 72.2% 103.4 1.06 27.8% 0.32 1,398
H5(1993) 1185 1.01 1627.7 355.1 0.95 21.8% 259.9 0.97 73. % 95.2 0.92 26.8% 0.30 1,362
H6(1994) 1247 1.05 1533.6 320.8 0.90 20.9% 231.8 .89 72.3% 89.0 0.94 27.7% 0.26 1,326
H7(1995) 1333 1.07 1754.4 372.1 1.16 21.2%277.6 1.20 74.6% 94.5 1.06 25.4% 0.2812, 571,294 10.3%
H8(1996) 1358.7 1.02 1686.7 374.5 1.01 22.2%283.2 .02 75.6% 91.2 0.97 24.4% 0.28 1,263
H9(1997) 1449.2 1.07 1757.1 357.5 0.95 20.3%274.8 0.97 76.9% 82.7 0.91 23.1% 0.25 1,234
H10(1998) 1559.3 1.08 1748.2 341.9 0.96 19.6%261.3 0.95 7 .4% 80.6 0.97 23.6% 0.22 1,204
H11(1999) 1693.9 1.09 2163.8 364.5 1.07 16.8%282.5 1.08 77.5% 82.1 1.02 22.5% 0.22 1,174
H12(2000) 1780.6 1.05 2269.9 380.3 1.04 16.8%294.0 1.04 77.3% 86.3 1.05 22.7% 0.2112,6931,147 9.0%
H13(2001) 1896.3 1.06 2539.1 521.0 1.37 20.5%408.9 1.39 78.5% 112.1 1.30 21.5% 0.27 1,129
H14(2002) 2041.4 1.08 2623.6 485.2 0.93 18.5%377.1 0.92 77.7% 108.1 0.96 22.3% 0.24 1,110
H15(2003) 2301.9 1.13 2752.2 515.5 1.06 18.7%403.8 1.07 78.3% 111.7 1.03 21.7% 0.22 1,098
H16(2004) 2355.9 1.02 2807.1 518.9 1.01 18.5%403.3 .00 77.7% 115.6 1.04 22.3% 0.22 1,086
H17(2005) 2390.8 1.01 2822.2 553.5 1.07 19.6%434.5 1.08 78.5% 118.9 1.03 21.5% 0.2312,7771,082 8.5%
H18(2006) 2409.8 1.01 2992.0 584.5 1.06 19.5%66.3 1.07 79.8% 118.2 0.99 20.2% 0.24 1,079
H19(2007) 2494.9 1.04 3223.0 587.8 1.01 18.2%470.5 .01 80.1% 117.3 0.99 19.9% 0.24 1,075
H20(2008) 2581 1.03 3328.0 609.3 1.04 18.3%491.0 1.04 80.6% 118.3 1.01 19.4% 0.24 1,071
H21(2009) 2816.8 1.09 3385.062 .11.03 18.6% 0.22 1,066
H22(2010) 2962 1.05 3333.0619 40.99 18.6% 0.2112,8061,055 8.2%
H23(2011)東京臨海 17 3024 1.02 3198.95 6 0.96 18.7% 0.20 1,046










































































































表 10 において昭和49(1974)年から平成 20(2008)年度までの有料入園者
のうち小人の有料入園者数の推移を示した。有料入園者数のうち小人数の
推 移 を 示 し た 図 11 に よ れ ば ， 武 蔵 丘 陵 森 林 公 園 が 供 用 さ れ る 昭 和
49(1974)年度に 16.4万人にであったが，供用面積の増加とともに漸増し，
平 成 4(1992)年 度 に 103.4万 人 と な っ た が ， 減 少 傾 向 に 転 じ ， 平 成
10(1998)年度には，80.6万人まで減少している。その後，増加傾向とな
り平成 13 (2001)年度に 112.1万人と大きく伸び，平成 17(2005)年度には








して示したものが図 12 である。図 12 に示すとおり昭和50(1975)年度に
は，我が国人口の 13.5%となっており，昭和 55(1980)年度には，14.5%と
増加がみられたが，昭和 60(1985)年度の調査では，14.1%とやや減少し，












成 23(2011)年度のシルバー料金による入園者数 40)は表 11 に示すとおり
である。平成 22(2010)年度におけるシルバー料金入園者数 2.86万人であ
り有料入園者数の 10.1%である。平成 23(2011)年度のシルバー料金入園者



























































         
   平成22年度 平成23年度 
 有料入園者数(人) 283760   295090    
   大人 195252 68.8% 202674 68.7%  
   小人 59894 21.1% 59336 20.1%  
   シルバー 28614 10.1% 33080 11.2%  
  ※有料入園者数には団体，パスポート入園者を含む   


















表 12 余暇活動の目的と推移 














































計画の「全国民に対する国営公園の利用者数の割合「4.0 人に 1 人(H19 年




























我 が 国 の 少 子 高 齢 の 状 況 に つ い て ， 少 子 化 は 少 子 化 社 会 対 策 基 本 法















律 129 号）第 8 条に基づき，「平成 9 年版高齢化の状況及び政府が講じた
高齢社会対策の実施の状況に関する報告書」 49)では，65 歳以上の人口が
総 人 口 に 占 め る 割 合 （ 高 齢 化 率 ） に よ り 区 分 し て お り ， 同 報 告 書 で は
「いまや我が国の 65 歳以上の高齢者は 1,902万人，総人口の 15.1％を
占める (平成 8 年 10 月１日現在推計人口)。私たちは，既に高齢社会に






































































































































公園では，平成 21 年度より「企画競争方式」を導入している。 
平成 22(2010)年に全園が概成した東京臨海広域防災公園及び滝野すず
らん丘陵公園の 2 公園については，「公共サービス改革基本方針」(平成
18 年 12 月 22 日閣議決定)において，民間競争入札(市場化テスト)の対象
として検討することとされ，平成 20 年度には技術評価と価格競争を組み
合 わ せ た 総 合 評 価 方 式 一 般 競 争 入 札 を 試 行 す る こ と と さ れ た 。 平 成
 62 
 
























































































目的・テーマ 参加者 開催頻度 
防災関連の普及啓発（大規模） 100人程度以上 ２回／年以上 
防災関連の普及啓発（中規模） 
近隣施設との連携によるもの 50人程度以上 12回／年以上 
  
市民との協働によるもの 50人程度以上 12回／年以上 
防災関連の普及啓発以外の行催事 50人程度以上 12回／年以上 
















5 現行基準ﾚﾍﾞﾙの確保の実態 各業務の提案内容の具現性 














13 維持管理 維持管理における工夫の具現性 























































監理委員会の議を経た平成 21 年９月 28 日に入札公告が行われ，局にお
ける総合評価方式の一連の手続きである企画提案書の提出，ヒアリング，
有識者委員会の開催，入札等の手続きを行い，平成 22 年 1 月 22 日に落札
予定者を特定している。 
公告時に入札説明書を配布し，23 法人が受領しており，23 法人の業態
内訳 51)を表 17 に示す。 
公告後，12 月 11 日までに企画書を提出したのは，全て JV であり，JV
の業態内訳 52)を表 18 に示す。 
入札書の提出は，6JV のうち 5JV から提出があり，企画書の評価である
技術評価と入札の価格評価の 2 つの評価より落札予定者の特定を行ってい
る。 































































○ ○ ○    3 
い
JV 
○ ○     2 
う
JV 






   3 
お
JV 
○   ○   2 
か
JV 
 ○   ○ ○ 3 









































2 2 2 2 2

































表 17 は本業務の入札参加に興味のある法人であり，表 18 は入札参加し































法に基づく社会資本整備重点計画(平成 21 年 3 月 31 日閣議決定)において，
平成 20～24 年度までに「全国民に対する国営公園の利用者数の割合」に













































































































































































































































































































































































































































































3) 総務省(2011):「平成 22年国勢調査 人口等基本集計結果 結果の概要」,p3, 
2011.10.26公表,2013.2.03参照. 
4) 国立社会保障・人口問題研究所(2012):日本の将来推計人口（平成 24 年 1 月
推計）(結果の概要). 
<http://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/newest04/gh2401.asp> 
5) 国立社会保障・人口問題研究所(2011):平成 21年度社会保障給付費(平成 23
年 10 月),p14. 
6) 財務省(2011):日本の財政関係資料(平成 23 年 9 月),p62. 
7) (一社)日本公園緑地協会(2012): 平成 24年度版公園緑地マニュアル:(一社)
日本公園緑地協会,p623-632． 
8 )  平 成 2 2 ( 2 0 1 0 ) 年 度 よ り ， 地 方 公 共 団 体 が 実 施 す る 都 市 公 園 等 の 整 備 に 関 す る 補 助 事 業 に つ い て は ， 社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金 へ移 行 し た .  
9) 首相官邸ホームページ: 
<http://www.kantei.go.jp/jp/kakugikettei/2010/1228action_plan.pdf> 
1 0 )  内 閣 府 ( 2 0 1 2 ) : 国 民 生 活 に 関 す る 世 論 調 査( 2 0 1 2 年 6月 調 査 ）  
<  h t t p : / / w w w 8 . c a o . g o . j p / s u r v e y / h 2 4 / h 2 4 - l i f e / i n d e x . h t m l  >  
2 0 1 2 . 8 . 2 7更 新 ， 2 0 1 2 . 1 1 . 2 4 参 照 . 本 調 査 に お い て 「 こ れ か ら の 生 活 の 力 点 」 を ど の よ う な 面 に 最 も 力 を 入 れ た い と 考 え て い る か の 調 査 で は， 食 生 活 や 住 生 活 等 に 比 べ 「 レ ジ ャ ー ・ 余 暇 生 活 」 と す る 者 が 最 も 多 い 結 果 と な っ て い る . こ う し た レ ジ ャ ー ・ 余 暇 を 最 も 力 点 に 置
く 傾 向 が 1 0 年 以 上 続 い て い る .  
1 1 )  国 際 連 合 教 育 科 学 文 化 機 関 （ ユ ネ ス コ ） に よ り 世 界 遺 産 と し て 登 録 さ れ る 我 が 国 の 世 界 遺 産 数 1 6 の う ち 平 成 4 (1 9 9 3 ) 年 1 2月 か ら 平 成 2 3 ( 2 0 1 1 ) 年 6月 の 間 ま で に 1 2 が 「 文 化 遺 産 」 と し て 登 録 さ れ て い る こ と . ま た , 登 録 手 続 き の 前 段 と し て , 多 く の 地 方 公 共 団 体 か ら 文














1 9 ) 「 旧 皇 室 苑 地 の 運 営 に 関 す る 件 」 昭 和 2 2 年 1 2 月 2 7 日  閣 議 決 定 .  
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京農業大学農学集報 第 57 巻第 3 号，東京農業大学，p146-153． 
21) 建設省関東地方建設局(2000):関東地方建設局史:(社)関東建設弘済会,p329. 






2 6 )  公 園 緑 地 協 会 ( 1 9 4 7 ) : 国 営 公 園 建 設 の 経 緯 : 公 園 緑 地1 1 ( 1 ) , p 3 2 ，「 新 憲 法 第 8 8 条 と 財 産 税 の 対 象 と し て 物 納 さ れ た 皇 室 財 産 の 内 ， 新 宿 御 苑 ， 白 金 御 料 地 ， 皇 居 前 広 場 ， 皇 居 本 丸 ( 坂 下 門 か ら 乾 門 に 至 る 線 の 以 東 ) ， 京 都 御 苑 は 各 々 東 京 復 興 都 市 計 画 ， 京 都 都 市 計 画 の 上
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2 7 )  昭 和 2 2 年 1 2 月 2 6日 に 建 設 院 設 置 法 に よ り 設 置 . そ の 後 ， 昭 和 2 3 年 7 月 8 日 に 建 設 省 と な り ， 平 成 1 3 年 1 月 6 日 に 現 在 の 国 土 交 通 省 と な っ て い る .  
2 8 ） 「 国 会 周 辺 の 緊 急 整 備 に つ い て 」 昭 和 3 8 年 6 月 2 8 日  閣 議 決 定 「 ロ  霞 ヶ 関 公 園 用 地 の 整 地 及 び 芝 生 植 栽 等 を 昭 和 3 9 年 8 月 を 目途 と し て 整 備 す る 。 」 .  
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ャー・余暇を最も力点に置く傾向が 10 年以上続いている. 
11) 国際連合教育科学文化機関（ユネスコ）により世界遺産として登録される















27) 昭和 22 年 12 月 26日に建設院設置法により設置.その後，昭和 23 年 7 月 8
日に建設省となり，平成 13 年 1 月 6 日に現在の国土交通省となっている. 
28）「国会周辺の緊急整備について」昭和 38 年 6 月 28 日 閣議決定.「ロ 霞ヶ



























A Study on the Development Process of National Government Parks in Japan 
 
Department of Environmental Symbiotic Biological Science,  




In recent years, various park related projects have been implemented by national or local 
governments, policy issues have emerged due to the role of sharing which should be 
responsible. Urban park projects are based on the Urban Parks Act, the national and local 
governments are doing the open space development within the city together. In this 
context, the national government has managed 17 park(3,024ha) projects across the 
country and the number of annual visitors has reached 31,990,000 people. 
 
An origin of national government park project can be seen in the development of the old 
Imperial Garden after World War II, for which the National Government Park Office was 
established. 
The national government park development project has been carried out during the period 
of economic growth which began in the early 1960s. The national government parks, which 
have been promoted as infrastructure development, had increasing visitors along with the 
progress of the service area.  Even though there are both of free-admission parks and 
admission-paid parks, the fact that paid visitors to the parks have been increasing shows 
that national government park projects have appropriately responded to people's needs. 
 
On the other hand, our country used to have increased population, but it is clear that the 
decrease of the population becomes a reality which directs social demographic future. And, 
even as the trend indicates it has been an increasing of visitors, the percentage of 
elementary school and junior high school students in total number of visitors in the 
national government parks is significantly reduced. 
 
Under these changes in social circumstances, this study describes the transitions and 
development process of the National Government Parks. I clarified that the maintenance 
has been subjected to appropriate response continuously in response to changes in social 




as well as implemented in various aspects of the government plan such as open space 
projects. 
 
And, this study describes the effectiveness of the National Government Parks  
development project. By organizing the transition of attendance, area and budget of the 
projects, analyzing the change in the number of paid visitors, verifying the validity of the 
developed demographic, I have discussed in light of the diversity of the advent of the social 
and recreational needs. 
 
Under the circumstances in the future, it is expected downward trend in attendance by 
coming aging society. The trend was suggested in the direction of the future development 
of the National Government Parks. 
 
Ever revealed in this study, are as follows. 
First, I organized, analyzed and studied about a direct park development project in urban 
areas by the national government after the war. I looked back the history of policies of the 
Cabinet decision, establishing the status of laws and regulations, urban planning decision 
and establishment of installing area. 
 
I took a general look at policies of the country, enactment and the development status from 
the viewpoint of 1)social background 2)transition of park area configuration and 
maintenance 3)basic policy and master plan of each park. I classified in patterns and 
studied about developing process by extracting feature of the change in urban open space 
development projects and classified in patterns of development projects. 
 
Second, I compared and analyzed transition of the number of paid visitors, the area of 
national government parks and the changes in national income. In addition, I defined that 
development effects as the national park has responded appropriately to a variety of 
recreation demands and the needs of the people such as preserving and using the 
historical and cultural resources. I also discussed the points that development effect has 
not yet been demonstrated. 
 
Besides, I discussed the reason of the reduction of national government park attendance in 
recent years, whether it is due to the fact that the development content of the national 
park is beginning to diverge with the needs of the people, or it is an event due to a 





Third, by anticipation of a society with a declining population due to declining birthrate 
and aging society, I explained that functioning of national government park has responded 
to a variety of recreation demands, the needs of the people such as preserving and using 
the historical and cultural resources by comparing transition of national government park 
development area and number of visitors. In addition, I focused on the number of people 
who pay the entrance fee at national government parks to clarify the relationship of paid 
attendance and overall attendance. I also discussed that the effect of the measures is not 
fully demonstrated until now, by organizing the trend of elementary and junior high school 
students that have paid the "children" entrance fee. To reveal the trend in attendance of 
elementary and junior high school students, it is to get suggestions on the direction of the 
National Government Park development to be compatible toward the era of declining 
population. 
 
Fourth, it was decided that it became available to review the previous contract methods in 
June 2006. It improved the contract procedures and maintenance operations at national 
government park. With this opportunity, contract procedures of operation and 
maintenance of the National Government Park “Tokyo waterfront regional disaster 
prevention park” was decided as the "market testing", it was a procedure in the private 
sector competitive bidding. I took it as an example, and discussed history of market testing 
and its technical challenges became apparent in a series of procedures. 
 
These were summaries, a national government park maintenance had corresponded to the 
national needs of the time. The forthcoming directive of the National Government Park 
maintenance and management were considered, and it was shown as a vision to the future. 
 
